村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付要綱
（目的及び交付）

第１条　この要綱は、市内の商工業の活性化を図るため村山市商工会が村山市商工業活性化・創業支援事業実施要領（令和７年４月１日商第１号商工観光課長依命通知）に基づき助成を行う場合、村山市補助金等交付規則（昭和37年規則第13号）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で村山市商工会に対し補助金を交付する。
（補助対象経費及び補助金の額）

第２条　補助金の対象となる経費は、村山市商工会が村山市商工業活性化・創業支援事業実施要領に基づいて各補助対象者に交付する補助金で、補助金の総額は300万円を上限とする。
（交付の申請）

第３条 規則第５条の規定による補助金交付申請書（規則別記様式第１号）の提出期限は、市長が別に定める日とし、添付すべき書類は事業計画書（別記様式第１号）とする。

２ 村山市商工会が前項の申請書を提出するに当たって、助成対象者について当該補助金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない助成対象者に係る部分については、この限りでない。
（交付の決定）

第４条 市長は、前条第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、審査の上、補助金を交付すべきものと認めたときは速やかに交付決定を行い、村山市商工会にその旨を通知するものとする。

２ 市長は、前項による交付決定に当たっては、前条第２項により当該補助金に係る消費税仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該補助金に係る消費税仕入控除税額を減額するものとする。

３ 市長は、前条第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、当該補助金に係る消費税仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。

４ 村山市商工会は助成対象者に補助金を交付するときは、各助成対象者に対し、次の条件を付さなければならない。
(1)１年度あたり１回の申請に限ること。
(2)申請した年度内において事業が完了すること。
(3)村山市の他の補助金等を受けていない、又は受ける予定のない事業であること。 
(4)事業完了後も村山市商工会の継続的な経営指導を受けること。
(5)市税等（法人の場合は、法人市民税、固定資産税、水道料及び下水道使用料をいい、個人事業主の場合は、個人市民税、固定資産税、水道料及び下水道使用料をいう。）の滞納がないこと。

(6)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員もしくは暴力団と密接な関係を有する者でないこと。
（事業の着工）

第５条 事業の着工は、原則として前条に基づく交付決定後に行うものとする。ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情によるときは、あらかじめ市長の助言・指導を受けた上で、助成対象者から村山市商工会に交付決定前着工届が提出されている場合に限り、交付決定前に着工することができるものとする。また、この場合、村山市商工会は交付決定前着工届を市長に提出するものとする。

２ 前項の規定により交付決定前に事業に着工する場合は、次の条件を了承しなければならない。

(1) 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、村山市商工会または助成対象者が負担すること。

(2) 交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。

(3) 当該事業については、着工から補助金交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更は行わないこと。
（交付の条件）

第６条 規則第７条第１項第１号ア及びイに規定する軽微な変更は次に掲げる変更とする。
(1)市補助金の額が３０％以内の増額となる変更
(2)市補助金の額が減額となる変更
（実績報告）

第７条 規則第14条の規定による補助事業実績報告書（規則別記様式第２号）の提出期限は、補助事業を完了した日から起算して30日を経過する日又は補助事業を完了した日が属する年度の3月31日のいずれか早い日とし、添付すべき書類は、事業実績書（別記様式第１号）とする。

２ 第３条第２項ただし書の規定により、交付の申請をした村山市商工会は、前項の実績報告書を提出するに当たって、助成対象者について当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

３ 第３条第２項ただし書の規定により、交付の申請をした村山市商工会は、第１項の実績報告書を提出した後において、助成対象者について消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報告書（別記様式第２号）により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。また、村山市商工会は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定（規則第15条の規定による確定をいう。）のあった日の翌年5月31日までに、同様式により市長に報告しなければならない。
（概算払）

第８条 市長は、事業の遂行において特に必要と認めるときは、補助金の交付決定の後に、概算払をすることがある。

２ 村山市商工会は、前項の規定により概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書（別記様式第３号）を提出するものとする。
（財産の管理等）

第9条 村山市商工会及び助成対象者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意を持って管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。
（財産の処分の制限）

第10条 規則第24条の規定による市長が指定する財産は、１件の取得価格が50万円以上の機械器具等とする。

２ 規則第24条ただし書きの規定による市長が定める期間は、補助金の交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）により定める処分制限期間とする。

様式第１号（第３条、第７条関係）
事 業 計 画 （実 績） 書
１ 事業の目的
　
２ 事業の内容

　
３ 経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	助成対象者名
	総事業費

	
	
	
	補助対象経費

	
	番号
	事業所名（事業主名）
	
	
	補助金額

	競争力向上事業
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	創業支援
事業
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	


※各事業の概要を添付

４ 事業完了（予定）日　 令和　　年　　月　　日
５ 収支予算（精算）
　(1) 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	本年度予算額
	本年度精算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	市補助金

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


　(2) 収出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	本年度予算額
	本年度精算額
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	競争力向上事業費
創業支援事業費


	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※消費税仕入控除税額を減額した場合には備考欄に「除税額○○○円 うち国費○○○円」と、消費税仕入控除税額がない場合には「該当なし」と、消費税仕入控除税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

様式第２号（第７条関係）

番　　　　　 号

令和　　年　　月　　日
村　山　市　長　 殿

村山市商工会　
会長　　
　　
令和　年度村山市商工業活性化・創業支援事業補助金消費税仕入控除税額報告書
令和　　年　　月　　日付商　第　　 号で交付決定の通知があった令和６年度村山市商工業活性化・創業支援事業補助金について、村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり報告する。
記
１ 規則第１５条の補助金の額の確定額　　　　　　　金　　 　　　　円

（令和 年 月 日付け 第 号による額の確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額　　金　　　　　　 円

３ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額　金　　　　　　 円

４ 補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　金　　　　　　 円

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付すること。

・ 消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・ 付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・ ３の金額の積算の内訳

・ 補助事業者が消費税法第60 条第４項に定める法人等である場合、
同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料

５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載

［                                                                   ］

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合は、申告予定時期も記載すること。

６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載

［                                                                   ］

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付すること。

・ 免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所
得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確
認できる資料

・ 新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など、免税事業者であることを確認できる書類

・ 簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・ 補助事業者が消費税法第60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料

様式第３号（第８条関係）

番　　　　　 号

令和　　年　　月　　日
村　山　市　長　 殿

村山市商工会　
会長　　
令和　　年度村山市商工業活性化・創業支援事業補助金概算払請求書
令和　　年　　月　　日付商第　　号で交付決定の通知があった標記補助金について、下記のとおり金　　　　　　円を概算払により交付されるよう請求する。
記
（単位：千円）
	市補助金
交付決定額
（A）
	既受領額
（B）
	今回請求額
（C）
	残額
（A）-（B+C）
	事業完了
予定年月日
	備考

	
	
	
	
	令和　年
　月　日
	


補助金振込先
	金融機関名
	
	本・支店名
	

	口座種別
	
	口座番号
	

	口座名義
	


	

	

	

	


別記様式第１号（村山市補助金等交付規則）
番　　　　　 号

令和　　年　　月　　日
村　山　市　長　 殿

申請者　
令和　年度村山市商工業活性化・創業支援事業補助金交付申請書
令和　年度において、村山市商工業活性化・創業支援事業について、村山市商工業活性化・創業支援事業補助金　　　　　　　円を交付されるよう、村山市補助金等交付規則第５条の規定により関係書類を添付して申請する。
